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ヨハネス・メスナーにおける家族論の可能性

序

　これまで家族は，親子関係を基軸として，社会における最も小さな共同体としてとらえられ
てきた。しかし，今日，家族の役割や家族そのものの在り方において，少子高齢化による家族
構成員の減少といった家族そのものの存在危機や，また，家族という心理的紐帯の希薄化，家
族の内的崩壊など，家族の存在意義が根本的に大きく変化している。そのため，社会政策にお
いても家族単位ではなく，個人単位に視点が移りつつある。
　人間は個人として尊重され，権利とともに，社会のなかで責任と義務を有する。そして，個
人は社会秩序を通して，よりよい生活を送ろうとするならば，人間は社会的存在として，他者　
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との関係のなかで生きているかぎり，個人と共同体の関係を避けることはできない。では，現
代社会において，個としての人間と，家族という共同体とは，どのようにその位置づけを考え
ていくべきであろうか。
　本稿では，家族共同体を人間本性から捉えるヨハネス・メスナーの自然法論から，その家族
論を考察する。メスナーは「家族は社会の細胞」として，その機能の健全化が社会の繁栄につ
ながると考え，「家族政策は社会体政策の核心」とみなしている。また，メスナーは，近代以降，
個人主義的自由主義が，人間をアトム化し，個体化させ，家族的な結びつきを切り離していく
ことを危惧している。そして，このような個々人を全体主義的に集合させる全体主義的社会主
義に対しても強く反発をしているのである。

Ⅰ．家族

　個人の認識によるところの定義把握がなされる今日において，自然法論にそくして，家族と
個人，家族と社会の関係を考察していくことは，人間存在の意義に立ちもどることでもある。
本稿では，現代社会における家族問題を解決する手がかりを探っていきたい。
　そもそも，「家族」とは何か。家族を考えるにあたって，その定義に関しては，形態や機能
などの分類だけではなく，時代や社会によっても異なり，また，個人的な考え方によっても大
きく左右される。
　じっさい，平成１9年度の国民生活白書によれば，同居別居にかかわらず，親，子ども，祖父
母，孫などの直系の親族と，配偶者，兄弟（姉妹）までを「家族」の範囲と考える人が多く，
内閣府においては，現代日本において家族とは「社会生活を営む上で，最小かつ最も基礎的な
集団」であり，「人は生まれてから多くの場合は家族に育てられ，食事，団らん，余暇など様々
な生活行動を共にし，家族との触れ合いのなかで人間として必要な愛情や社会規範意識などを
身に付け成長していく」と捉えられている（１）。
　もちろん，この定義においては，同居困難な家族や血縁関係について言及されていないが，
多くの場合，家族は身体的，精神的に生活行動を共にする共同体であることは認めることがで
きよう。一般的に，家族は社会を構成する最小の共同体であり，家が集まって村や町になり，
さらにそれらが集まって国のような大きな共同体が構成されるのである。
　では，メスナーにおいて，家族とはどのようなものであろうか。メスナーの著作『自然法－
社会・国家・経済の倫理－』では，家族は「両親とその子どもたちとの共同体」として，核家
族が家族モデルとしておかれる（2）。
　すなわち，家族は，生活共同体・教育共同体・経済共同体として，それぞれの機能を有する
ものとして考察され，家族共同体は，社会のなかで基礎的な単位，細胞として位置づけられる
のである。さらに，家族は共同体として，社会の基礎的な単位であるとともに，その個人的・
社会的生存目的において国家や他の社会における共同体よりも優位に位置づけられるというこ
とから，メスナーは家族を「いろいろな個人的・社会的生存目的（実存的諸目的）にもとづい
て，家族は国家を含めた他の社会諸形象に優位する」と捉えている（３）。
　家族共同体は，他の社会的な共同体と違う性格を持つ。Ｊ・マリタンにおいても，人間は政
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治的社会の部分として構成される前に，家族的社会の部分として構成される存在とされている（4）。
家族は，社会においてより根源的な共同体であり，人間存在に深くかかわるのである。
　家族共同体は，メスナーの自然法思想のなかで極めて強い位置を占めるものと考えられてい
る（５）。メスナーの家族論は，自然法思想を前提に進められ，人間は個としての存在であり，同
時に家族共同体員という存在である。そこにメスナーは自然本性的な傾きを見いだすことにな
る。
　さらに，メスナーは，家族を生活共同体，教育共同体，家屋共同体，経済共同体の４つの共
同体にわけている。まず，最初に，生活を共にする生活共同体としての家族から，共同体の意
味を考えていくことにしよう。

Ⅱ．生活共同体

　メスナーは，アリストテレス，またトマス・アクィナスも同様だとして，家族の定義を引用
する。すなわち，家族は「日常生活のもろもろの要求に対して配慮するために本性によって設
けられた社会体」である（６）。
　そして，家族は「共通の食卓」をかこむなど，日常生活をともに過ごすだけではなく，特に「快
活・遊び・戯れ・娯楽・休養などへの傾きからの諸欲求」を満たすことが必要とされる。さら
に，生活共同体として，「美しきものへの，日々の生活やその労苦を超えでたものへの，また，
精神的交流への，あるいはいっそうの教養への人間の渇望をみたさなければならない」と考え
られる（７）。
　人間は，生活共同体として，たんに家事をこなすといった互助的な日常生活を行うだけでな
く，遊びや休養などの活動も家族生活に見いだし，美的なものや知的なものへのより高い精神
性を養うことが求められている。豊かな教養を身に付け，精神性を高めることは，個人的な自
己研鑽としてではなく，家族との生活のなかで根本的に要求されるものとなる。したがって，
家族には，生活共同体として，文化創造の役割が見いだされ，メスナーは「家族の共同体生活
を育成することは，家族文化」であると考えている（８）。
　しかし，ここでの文化は狭義の芸術や学問などの精神的文化だけにかぎらない。それは経済
的・政治的緒社会集団のなかで，特に家族生活のなかで創造され，保持されるものが含まれる。
つまり相互の愛，忠誠，配慮，献身，共同体のための労働，そこでの生活秩序などを人間の文
化創造の営みなのである。それゆえ文化は言語，風俗，伝統という，人間の創造行為全般にわ
たるものとなる（9）。そのため，家族文化について，家族成員の態度について，次のように言及
している。

　 家族文化にとって根本的なことは，家族成員が，相互に対してとる人間的・倫理的態度であ
り，また，彼らが人間の実存的諸目的に根ざした価値に，また，そのうちでのみ人が最上の
自己を獲得できる価値に対してとるそれである（１0）。

　家族文化は，家族成員の人間関係を前提とする。どのような態度で家族と接するのか。それ
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は家族が互いに，尊厳を持った人間として大切に接することであり，倫理的態度をもって接す
ることが求められる。言うまでもなく，幼児虐待やドメスティック・バイオレンスは，家族の
根本的な崩壊となる。
　そして，家族文化は家族成員の実存的諸目的に根ざし，かつ最上の自己を獲得できる価値に
関する態度ともかかわる。メスナーは，人間を身体的・精神的・社会的な諸欲求に対して，理
性を介して自律的に，そして本性適合的により善く実現してゆく存在とみなしている（１１）。また，
人間は完全な存在充足のために善益を志向し，倫理的な人格の陶冶を必要とする（１2）。したがっ
て，家族には，人間的・倫理的価値を尊重し，人格者として共同生活をおくることが求められ
るのである。
　このように生活共同体としての家族は，家族成員の存在充足のためだけではなく，互いの倫
理的な行為のもと，文化創造を行う共同体として捉えられ，生活共同体としての家族を重んじ
ている。さらにメスナーは，人間存在の根源的な要素を，家族存在に求めるのである。

　 家族のうちにおいて人は，その態度や行為様態の形成を，また，一般にその最深の根底にい
たるまでもの精神形成を，経験する。家族共同体のうちにおいて人は，社会的かつ個人的存
在としての自己にとって，何が，幸福への傾きを充足させようとする志向のうえで，真実に
福祉なのかを学び知る（１３）。

　メスナーは，人間形成における家族の役割を重視する。家族の共同生活のうちに，直接的経
験として，行為や精神性を学び，人間としての創造がなされる。そして，人間の本性および本
性法則は，「本性のうえで家族的存在であり，家族成員相互の愛や尊敬，全員の存在充足を保
障する実存秩序に伴われた家族共同体のうちで働く」のである（１4）。
　メスナーは，人間は，社会的かつ個人的存在であり，根源的な家族的存在として捉える。で
は，人間は家族のなかで，どのように人間として形成されていくのであろうか。これは教育の
問題にかかわることになる。次に教育共同体から家族を考えてみたい。

Ⅲ．教育共同体

　メスナーは，両親と子どもの教育について，「両親による子どもの教育」，「家族生活による
両親の教育」，「子ども相互の教育」の三つにわけて考察する。このなかで家庭教育は「両親に
よる子どもの教育」を中心にすすめられるが，「両親の教育」と「子ども相互の教育」も重要
となる。
　「両親の教育」は，両親が子どもの教育のために，両親自身の自己訓練を必要とし，子ども
への教育の使命，責任にかかわるものである（１５）。また，「子ども相互の教育」は，多人数の子
どもがいる家族を前提としており，一人の子どもでは相互教育は見いだせないが，家族教育に
おいて，何よりも子供同士がお互いに影響を与えあうことで，教育効果が向上することを指摘
される（１６）。これら三つの教育は単独ではなく，それぞれ影響し機能することを求められている。
　では，家族において，「両親による子どもの教育」とは何であろうか。まず，メスナー教育を，「子



－5－

ヨハネス・メスナーにおける家族論の可能性

どもたちが自己自身の責任において自己の本質的生存使命（実存的諸目的）を充足することが
できるように，その肉体的・精神的素質を発育させることである」と捉えている（１7）。
　ここでもメスナーは，生活共同体と同様に，教育を社会化ための技能や知識の習得としてで
はなく，子ども自身の責任のもとに，実存的諸目的を充足するための手段と捉えている。もち
ろん，この目的は，個人的なものではなく「人間本性に固有の人間学的に基礎づけられた教育
目標」であり，「おのおのの人間が人格者として倫理的本質存在に基づいた生存使命」を達成
することに求められている（１８）。
　したがって，そのために，両親は子どもへの教育を行わなくてはならない。そして，家族は
教育共同体であるところから，子どもは「二つの最も重要な社会的な徳，すなわち隣人愛と正
義を，根本的に家族のうちにおいて学ぶ」のであり，「他者を同じ人間的な本性と同じ人間的
な権利を持った人格として尊重する徳目，たとえば，進んで人を助ける精神，親切，協調性，
自制，思いやり，謙遜，正直など」の社会的徳目を家族から学ぶのである（１9）。
　メスナーにおいて，人間は「ただ交わりと協働とを通じてのみ」文化的存在となり完全な人
格者となるのである。そのために，「まずは家庭において，ついでより大きな諸社会体において」
交わりと協働のなかで人間形成がなされなければならない（20）。メスナーは，他の動物と異なり，
人間の身体的な条件から，長い時間，家族に依存し，また，家族や社会生活のなかで，精神
的，また社会的発展が可能になると考える（2１）。人間にとって，家族の役割は大きく，それゆえ，
そこに，メスナーは，両親の子どもに対する教育権の根拠づけを与えている。
　両親の教育権については，メスナーは国家との関係に数多く言及している。両親の教育権に
ついて，後述する社会政策と家族について関わる問題でもあるので，ここで少しふれておきた
い。メスナーは，両親に対して子どもに専属的・不可譲の教育権を認めている。もちろん，国
家に教育権を認めないものではない。つまり国家の教育権は「補完性の原則」に立ち，あくま
でも主権的立場にはない（22）。補完性の原理については，共同善の原理でもあり，メスナーの
自然法思想を考察するうえで重要な原理である（2３）。
　国家は，社会政策において，国民に，存在充足のために必要なものを補完する立場にあり，
部分的に援助するにすぎない。その意味において，国家が固有の権利として教育権を有しては
いない。また，メスナーは，両親に常に教育権を認めることにより，子どもに対してその人格
的成長に責任を有することにもなる。
　次に考察すべきは，家族がじっさいに生活し，教育を行っていく空間の問題である。それが
家屋共同体としての家族である。まさに家という場を共有するところの共同体である。メスナー
にとって，家屋はたんなる住居スペースとしての住まいではなく，家族において，「身体的に
も道徳的にも健康な家族生活のための前提は，生活かつ教育共同体としての家族の諸欲求に適
合するわが家である」という重要な場として意味を持つのである（24）。
　家屋は，家族の生活の場として，生活共同体，教育共同体の役割を果たすために必要とされ
る。そのためにメスナーの家族論では，「わが家」という住居を欠くことができない。そして，
この住居にはある程度の広さが要求される。家屋は，共有スペースである広い居間とそれぞれ
の個別スペースの寝室，台所が標準となり，また，それぞれの家屋は，お互いからある程度離
れていることも条件づけられ，庭付きの一戸建てとなる。さらには，この「わが家」は，たと
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えば人口密集した工業諸都市ではなく，よりよい居住環境が求められるのである（2５）。
　したがって，家屋は，都市計画など社会全体にかかわる問題となってくるのである。もちろ
ん，住居取得については，家族の自助努力によるものであるが，住居問題は住宅供給など国家
による住宅政策に深く関係する。そのために，より巨視的には「適当な都市計画」が「わが家」
の前提条件になるのである（2６）。
　メスナーは，家族がその機能を充足するために，住居を家族の心身ともに健康な生活ができ
る場を設定することを社会的な要求と考えるのである。このようなメスナーの「わが家」への
視点は，近代化によって，労働者層の貧困化や失業など，当時の工業化，都市化における居住
問題を考えるとより理解できるであろう。家族の住宅問題は，人間が人格者として育つべき重
要な場所の問題であり，その充足は社会的責務なのである。したがって，当然ながらそれは社
会的・政治的な問題に深くかかわる。

Ⅳ．経済共同体

　家族がその生活を維持するために，不可欠なのは生計への配慮であろう。じっさい，経済的
基盤がなければ，共同体自体が存立しえない。メスナーは家族における経済面を，「秩序ある
生活が必要とする諸欲求に対して家族共同体がなす配慮は，大部分経済的な使命」なのであり，

「家族共同体の他の使命のいかなるものも，経済的使命から完全には独立できない」と述べて
いる（27）。
　メスナーは，家族共同体の使命として，経済的配慮を強く主張する。親が子どもを育てるため，
また，夫婦が生活をしていくうえで，経済的な安定は必要不可欠である。そのために家族は経
済共同体となる。しかし，この経済共同体は自然法的原則をその基礎におくものである。その
ため，家族の収入や支出も自然法的に組み込まれるものとなる。
　そして，家族の収入については，「それを満足させることが，家族の生活共同体の自然本性
的目的であるような物質的・文化的要求の費用支弁を，真に可能ならしめること」という条件
を有する（2８）。
　すなわち，家族が生活をおくるために，「自然本性的目的」である物質的・文化的要求の費
用のために，家族の収入が関係するのであり，家族の成員のたんなる欲求を満たすために，そ
の費用捻出とはみなされていない。
　それゆえに，収入は自然本性的な目的にあった要求の費用に見合うものでなければならない
ことになる。かくして，メスナーは，「家族収入の問題」について，さらに次のように述べている。

　 家族収入論議の出発点は，富裕でない者も，かれに労働能力があれば直ちに，社会経済的協
働に参与することを通じて一定の収入をえる権利を持ち，それによって家庭を設け維持でき
なければならぬ，という自然法的原則に存しているからである（29）。

　メスナーは，誰もが社会経済の協働の一員として参加する権利をもち，その収入は家族生活
を維持することができる水準を要求する。家族の収入問題は，家族成員の個人的な問題だけで



－7－

ヨハネス・メスナーにおける家族論の可能性

は捉えられない。また，人間は一人では生きていけない。共同体として，互いに補完しあうこ
とが必要であり，補完される可能性を持つ（３0）。
　したがって，人間が家族的存在であり，家族を必要不可欠とするならば，その家族生活の経
済的維持は，社会的な問題となる。ここで家族は，社会経済協働と深くかかわり，生存してい
くために物質的・文化的な費用を得るものと捉えられる。そして，家族は「経済的かつ文化的
実存ミニマムが保障されるべきである」という，国家の家族政策問題につながっていくのであ
る（３１）。では，家族政策の目的とは何であろうか。

　 すべての家族政策が，根本において目的として持つものには，人格的諸価値と共同体的諸価
値との領域に属する，本質相応的な家族の諸価値がもっとも豊かな生きた現実在となりうる
ための，前提諸条件を創出することである（３2）。

　家族は，「本質相応的な家族の諸価値」にもとづいた豊かな現実在となることが，家族政策
で要求される。この諸価値は人格的諸価値と共同体的諸価値に属するものである。それゆえ，
家族政策では，個人の善と共同善にそくして，豊かな生活をめざすための前提条件をつくるこ
とが目的とされる。
　したがって，家族の自然本性的な実存的諸目的を充足すべく，家族の収入に対する補助，租
税対策などが行われるが，それは，あくまで豊かな生活をおくるための前提条件となる補助と
なる。それは過度な福祉を意味せず，福祉国家にはつながらない。
　また，家族政策は配分的正義の諸要求であり，「社会体政策の核心」におかれる。「国家に共
同善規範により課されている使命のうちで，家族が生存基盤としてその作用を完全に達成でき
るような前諸提条件をつくり出すことほど重要な使命はない」と位置づけられる（３３）。これま
で考察してきたように，人間にとり家族はさまざまな機能をもち，自然法論的にも存在充足の
ために必要とされる。メスナーは家族政策を社会政策の中心におかれるのである。
　さらに，家族問題は家族や家族成員の問題だけでなく，社会全体，国家的共同体からも重大
な問題となる。少子高齢化による労働人口の減少，生産性の低下懸念など，家族の困窮，減少
は国家経済の面にも大きな影響を与える（３4）。そのためにも，家族政策が共同善にもとづく重
要課題なのである。

Ⅴ．社会の細胞

　さて，家族について，生活面・教育面・住居面・経済面から共同体の役割・機能を考察して
きた。人間は，人格者として存在充足，自己完成のために家族という共同体を不可欠なものと
する。このような家族の目的として，メスナーは「第一は秩序ある日常生活に必要な肉体的・
精神的な諸財を家族の成員に供給すること，第二には，子どもの養育。第三は社会の細胞にな
ること」という三つの項目をあげている（３５）。
　この目的の第一と第二は，家族を，生活共同体，経済共同体，教育共同体としてこれまでみ
てきたものである。では，第三の「社会の細胞」とは何であろうか。家族は，社会のなかの最
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小の共同体として，社会を構成する共同体と目的づけられている。
　メスナーは，生物学的・道徳的・文化的な意味において，家族を「社会の細胞」と考えてい
る。まず，生物学的な意味として社会の細胞とは，人間が夫婦となり，子どもをもうけ家族と
なることによって，人類として発展し，再生することである（３６）。もちろん，この生物学的意
味のみによって，家族を社会の細胞と考えることは完全な誤りである。大切なことは，社会の
細胞として，家族は道徳的・文化的観点から意味づけである。
　道徳的観点とは，これまで考察してきたように，家族は教育共同体であり，人間は家族から
根源的に隣人愛と正義を学び，社会的徳目，道徳を教育される。そして，これらの教育は他の
社会教育におきかえることができないものとなる（３7）。したがって，家族が人間に共同体の一
員としての道徳的な基礎づけを与え，よりよく社会のなかで生きていくことを方向づけられる
とすれば，家族は道徳的に社会の細胞とみなされる。
　そして，文化的観点では，「文化の高さを決定する価値，すなわち生命の形成力としての倫
理的・精神的価値の尊重への最も重要な推進力が，家族の衰退とともに消滅する」と考える（３８）。
そのためにメスナーは，社会で家族が軽視され，国家によって無視されている時や，家族の共
同体が緩み，その経済的基礎が不十分である時など，家族の危機におちいっている時は，社会
が重大な危機にある兆候とみなすのである（３9）。
　メスナーは，生活共同体として，家族文化の創造価値を家族に与えていた。その家族文化は，
人間の文化創造の営みであり，言語，風俗，伝統をふくむ，人間の創造行為全般にわたるもの
である。それゆえ，家族が貧窮し，その文化的な使命を達成できないときには，共同体全体の
文化も衰退していくことになる。
　その意味において，家族は文化的発展するための社会の基礎単位となる。そして，家族は，
人間のすべての存続とすべての文化を規定する社会体的統一体（＝単位）として，社会の中核
におかれるのである（40）。
　さらに，メスナーは，個人主義，自由主義，マルクス主義的・自由主義的社会主義をすべては，

「それらが社会改革の重心を家族以外に，また，社会の生物学的・道徳的な細胞としての家族
の作用以外のところに求めることにより，自ら裁かれるであろう」と言及している（4１）。たし
かに個人主義や自由主義は，個人の権利を限界なく要求するならば，家族の崩壊をまねくであ
ろうし，マルクス主義的・自由主義的社会主義は，家族を解体していくことになる。家族を社
会の細胞として，また，社会の基礎単位としておくならば，家族の軽視は社会の崩壊につなが
るわけである。

結　び

　メスナーは，社会のなかでの家族を注視し，その維持発展は，人類の未来を左右するほど，
とても重要な共同体として捉えている。だが，現実問題として，メスナーも指摘しているように，
個人主義・自由主義からの影響や近代社会の構造から，家庭が「ほとんど単なる宿泊所」にな
り，寝ること以外の生活は家庭の外で行われているなど，家族機能の低下がみられる（42）。
　今日ではさらに，少子高齢化・家族崩壊，また，家族自体の変容など，家共同体族の危機的
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状況を考えると，事態はますます深刻化している。メスナーに照らしあわせると，たんなる家
族問題ではなく，国家的，社会的な重大な危機に陥っているといえよう。
　まさにこの危機意識は，政府によって少子化政策など，家族政策が急務な課題として取り上
げられ，子育て支援，家族の再生がとなえられている（4３）。また，共同体として，共生社会の
促進もすすめられている。すなわち，家族は社会の基礎的な共同体として維持されようとして
いるのである。
　しかし，家族とは，メスナーにとっては，両親とその子どもたちの共同体であったが，この
家族は，血縁関係を基本として，その家族は代替不可能な存在と考えられている。しかし，ペッ
トの家族化など，個人の主観による家族形成を認め，家族の枠組みが拡大したため，代替可能
な家族として，家族的共同体がみられる。家族そのものの定義が問われるのである。
　メスナーの区分にそって家族をみていくと，生活共同体としては，家族が「宿泊所」である
かぎり，メスナーにおける家族文化創造の基礎単位となりにくく，教育面でもその機能は低下
する。家屋共同体では，家族の本来の存在充足，人格者としての人間形成の使命が空洞化する
なかでは，その意義は見いだせないであろう。
　それでは，経済共同体はどうであろうか。家族が生計を共にするかぎり，経済共同体として
の家族は重要である。しかし，これもまた，個人主義的社会観と経済システムによって，大き
く影響をうけている。より合理的な経済共同体であろうとする家族は，経済的な不利益をさけ
るため，少子化を選択するであろう（44）。家族は，経済共同体であるからこそ，効率化をすすめ，
その規模を縮小してしまうという逆説が生じている。
　メスナーにおいて，家族は社会の細胞として，その衰退は人間存在そのものの危機であり，
国家・社会の崩壊である。そのために，社会政策，家族政策の重要性を強調される。その目的
は，秩序ある日常生活に必要な肉体的・精神的な諸財を家族の成員に供給すること，子どもの
養育，社会の細胞になることであった。これらの目的では，最初の二つはすぐに了解されるも
のであろう。社会のなかで，また，家族の概念，機能が大きく変動しているなかで，家族を社
会の細胞と考えることは異論があるだろう。しかし，人間は個でもあり，共同体の一員として
存在している，社会的な存在である。家族という基礎単位が，人間の生育やその生活において
重要であるならば，その存在は否定することはできない。これから家族という共同体は，どの
ような共同体となるのであろうか。家族共同体の軽視が社会崩壊につながるとの，メスナーの
言葉は，現在のわれわれにとって大いなる警鐘となるであろう。　
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